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首都高速道路ではその緻密なネットワーク構造に非常に多くの交通が流れており，さらには出入口間の

一般道ネットワークも充実している．そのため，事故が発生した際の入口転換行動や，首都高速道路利用

の取りやめなどの行動が存在することがこれまでの研究で確認されている．しかしながら，利用頻度や利

用時刻を考慮した転換予測モデルの構築には至っていない．そこで本研究では，転換行動予測モデルを構

築する知見を得るためにETCデータを用いてメイン入口利用率や事故発生時の転換行動を分析した．具体

的には，利用者の行動を首都高利用の有無，入口，流入時刻によって6つの行動パターンに分類し，それ

らの割合の通常時と事故時の差分により利用者毎に事故時の行動変化を把握した．更に，行動パターン割

合の差分をデータとしてクラスター分析を行い，利用者を事故時転換行動特性別に分類した．その結果，

都心部と郊外部といった入口のエリアによって特徴的な事故時転換行動特性がみられることが明らかとな

った． 

     Key Words : ETC date, ramp choice behavior 

1．本研究の背景と目的 

首都圏の交通を支えている首都高速道路では非常に多

くの交通が流れている．これらの交通は首都高速道路内

の入口や都市間高速から流入するが，緻密なネットワー

ク構造を有し出入口間の一般道ネットワークが充実して

いる首都高速道路では，事故が発生した際に入口の転換

行動や，首都高速道路利用の取りやめなどの行動がとら

れることが予想される．このような高速道路利用者によ

る事故発生時出入口転換行動についての予測は，事故発

生時の適切な交通管制や情報提供などを行う上で重要と

なる．この事故発生時出入口転換行動については実証分

析により確認されている 1)2)3)4)5)．しかしながら，これま

での分析は出入口転換行動を集計的に捉えており，利用

者毎の行動の違いには着目していない．実際には利用者

間のトリップ目的や選好の違い，OD の空間的特性や交

通状況の違いなどによって，事故発生時に容易に入口を

変更する利用者や，変更を行わない利用者など，様々な

パターンが考えられる．事故発生時の行動変更パターン

を定量的に明らかにすることができれば，パターン別転

換予測モデルの構築など，事故発生時の需要予測の高度

化にも結びつくことが期待される． 

これらを踏まえて，本研究では ETC データを用いて

首都高速道路ネットワーク内事故発生時と通常時の利用

者行動を比較することによって転換行動を分析し，利用

者別の転換行動パターン分類を導出するとともに，それ

らの時空間的な特性を明らかにする． 
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2. 分析手法 

(1)  分析の基本的な考え方 

本研究では，日々の行動パターンを主にETCデータ

から把握される「流入時刻」と「利用入口」などによ

って分類した．この行動パターンを設定する際に，利

用者ごとの「平常時に最も利用される入口（メイン入

口）」と「平均流入時刻」を設定して，それらとの違

いを考慮している． 

その行動パターンの割合を事故時と通常時で比較し，

その差分をとることによって事故発生時の利用者の転

換行動の傾向について把握できるという仮説のもとに

分析を行った．行動パターン割合の差分は，利用者の

行動変化の傾向によって異なると考え，このデータを

用いて利用者を分類し，その傾向を明らかにしようと

している．このような分析手法をとるため，対象期間

内で一定数以上の利用回数がある利用者を対象として

分析を行った． 

以下、分析手法の詳細について説明する． 

(2)   利用データ 

本分析では 2012年 7月から 12月までの半年間の首

都高速道路全域におけるETCデータと事故データを用

いた．対象ネットワークを図-1 に示す．なお，当該期

間の2012年においては中央環状線が完成しておらずそ

の路線の大井ジャンクション～品川ジャンクション間

は開通していない．また，料金制度については2012年

1 月より「6km 毎の料金距離に応じて加算される料金

体系」へ移行していた．しかしながら，2016 年現在行

われているような都心流入・湾岸線流入割引などは実

施されていない． 

ETCデータには利用者の ID，流入日時，利用入口な

どが記録されている．このIDはスクランブルがかけら

れており個人を特定することはできないが，半年間を

通じて変わることがないので，利用者の利用特性を把

握することができる． 

事故データには首都高速道路内で発生した事故の路

線，方向，キロポスト，発生時刻，事故処理終了時刻

が記録されている． 

図-1 首都高速道路ネットワーク図 

（首都高速道路株式会社HPより） 

(3)  対象利用者 

ETC 利用履歴データを用いて分析対象利用者の抽出

と分類を行った．午前中に発生する往路トリップを念

頭に置いて 3：00~12：00を分析対象時間帯とした． 

商業利用など通常時の行動パターンが一般的な利用

者とは異なる特殊な利用者を除外するため，半年間の

対象期間内の対象時間帯において首都高を 1日 5回以

上利用したことの無く，かつ 1日 3回以上利用した日

が 3日以内の IDを分析対象として抽出した． 

更に，事故時と通常時の行動パターンの差分を算出

するため，事故時の利用が 3 回以上ある利用者を対象

とした． 

(4)  利用者分類 

対象利用者について，半年間の利用日数が 24 日(平

均週1日程度)以内の利用者を“低頻度利用者”，25日

～72 日(平均週 1～3 日程度)の利用者を“中頻度利用

者”，それ以上の利用を“高頻度利用者”と設定した． 

なお，低頻度利用者については利用回数が少なく，

意味のあるメイン入口の決定が困難であるため，本分

析では分析対象から除外した．  

これら(3)(4)により抽出あるいは除外された ID 数，

およびそれぞれの利用回数を表-1に示す．分析対象 ID

は全 IDの約 6％であるが，利用回数では約 41％が分析

対象となっている． 
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表-1 対象利用者数・利用回数 

ID数 利用回数 

元データ 
6,266,149 

(100%) 

56,442,909 

(100%)  

高頻度利用者 
77,464 

(1.2%)  

8,776,927  

(15.6%) 

中頻度利用者 
316,927 

(5.1%)  

14,428,262 

(25.6%)  

低頻度利用者 
5,798,858 

(92.5%)  

23,530,787 

(41.7%)  

高・中頻度合計 
394,391 

(6.3%) 

23,205,189 

(41.1%) 

(5)  事故影響入口定義 

事故データを用いて，事故影響入口を定義した．各

入口から下流 5㎞以内，または入口から下流 5㎞以内

にジャンクション(以下，JCT)を利用して他路線へ行く

ことができる場合には，その JCTから 2㎞以内に事故

処理が存在している場合にその入口を事故影響入口と

した． 

図-2 に路線と事故影響について表す．実線部の路線

に事故があった場合に“事故影響がある”とし，斜線

部に事故があった場合では，本研究では“事故影響が

ない”とする． 

図-2  事故影響入口図 

(6)  パターン分類 

各利用者は首都高利用において「メイン入口利用」，

「その他入口利用」のいずれかを選択する．「メイン

入口利用」は対象期間内に最もその利用者の利用回数

の多い入口の利用，「その他入口利用」はメイン入口

以外からの流入による利用とした． 

また，各利用者について平均流入時刻を算出し，そ

の前後 15分間を“メイン流入時間帯”とし，流入時刻

を「メイン流入時間帯」と「その他時刻」に分類した． 

対象時間帯に利用がない場合を「帰宅のみ利用」と

「利用無し」に分類した．朝の対象時間帯と対になる

復路想定時間帯を 15:00～24:00 として，「帰宅のみ利

用」については復路想定時間帯にメイン入口以外から

の流入がある場合，「利用無し」は復路想定時間帯に

メイン入口以外からの流入もない場合とした． 

各利用者の行動を，表-2 に示すように，“通常利用”，

“他入口利用”，“他時刻利用”，“他入口・他時刻利用”，

“帰宅のみ利用”，“利用無し”の6パターンに分けて，通

常時と事故影響時別でパターン割合を算出した． 

なお，事故影響時については，出発時刻を考慮する

ために各利用者のメイン入口に平均流入時刻の 60分前

から 15分後または実際の流入時刻までに事故影響があ

る場合を“事故影響時”とした． 

表-2 パターン分類 

(7)  グループ分類 

利用者の通常時・事故時パターン割合の差分を算出

し，それを用いてk平均法による非階層クラスタリン

グを行い，グループ分けを行った．クラスタ数はパタ

ーン数に対応することを想定し，6に設定した．なお，

これらの分析は高頻度・中頻度に分けて行った． 

3. 分析結果 

(1) 頻度別事故時パターン割合変動 

図-3に高頻度利用者による通常時・事故時における

パターン割合を示す．図-4に中頻度利用者のそれを示

す．これらより，高頻度・中頻度にかかわらず，首都

高速道路の利用（通常利用，入口変更，時刻変更，時

刻・入口変更）の割合が減少し，首都高速道路利用取

りやめ（帰宅のみ利用，利用無）が増加していること

がわかり，転換行動の存在が確認できる． 

高頻度利用者では，事故時に高速道路利用取りやめ

の2パターンは増加し，通常利用が減少する傾向が見

受けられるが，中頻度利用者は利用無の割合が事故時

には減少している． 中頻度の利用者が利用する日は交

通量が多くなることから，結果的に事故も起きやすく

なっている可能性が想定される． 

高頻度利用者では事故時に入口を転換して首都高速

道路を利用する利用者の割合が増加しており，さらに

帰宅のみと利用無の割合も増加している．しかしなが

ら中頻度利用者は事故時には帰宅のみ利用が大きく増

パターン 流入時刻 入口 

通常利用 メイン流入時間帯 メイン入口 

他入口利用 メイン流入時間帯 その他入口 

他時刻利用 他時刻 メイン入口 

他入口・ 

他時刻利用 
他時刻 その他入口 

帰宅のみ利用 帰宅利用のみ 

利用無し 時間内利用なし 
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加しており，首都高速道路利用の割合は減少している．

このことより，首都高速道路の利用頻度が高まると事

故発生時に柔軟な対応をとることができ，日々首都高

速道路を利用しているのではない中頻度利用者は首都

高速道路の利用をあきらめて一般道への転換行動をと

る傾向があることが明らかとなった． 

時刻転換行動については減少する傾向を示したが，

これは各IDの流入時刻の分散を考慮できていないので，

より詳細な時刻転換行動をとらえるためには各IDのメ

イン流入時間帯の定義を平均流入時刻の前後15分でな

く，分散を考慮したものにする必要がある． 

図-3 高頻度パターン割合 

図- 4 中頻度パターン割合 

(2) 入口特性分析 

a) 非階層クラスタリングによるID分類 

図-5 に，高頻度利用者を k 平均法による非階層クラ

スタリングを行い得られた 6 つのグループについて，

利用者のパターン差分平均を示す．図-6 に中頻度利用

者における同様のグラフを示す． 

これらより，高頻度利用者に関しては傾向の違うグ

ループに分類することができたが，中頻度利用者に関

して，各パターンの差分の正負，大小関係については

ほぼ同様の傾向を示しているので、中頻度利用者の分

類に関しては課題を残す結果となった．  

以下，高頻度利用者について分析をする．この傾向

より，それぞれを“利用取りやめグループ”，“首都高利

用傾向グループ”，“メイン以外利用減少グループ”，

“時刻-入口転換グループ”，“時刻のみ転換グループ”，

“事故時無転換グループ”と名付けた．全てのグループ

で傾向が異なっており，それぞれ意味のあるクラスタ

リングが得られたと考えられる．また，表-3 に高頻度

利用者の各グループの ID数を示す． 

図-5  高頻度グループ別平均値 
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図-6 中頻度グループ別平均値 

表-3 高頻度グループ別 ID数 

グループ名 ID数 

利用取りやめ傾向グループ 
2,550 

(21.1％)  

首都高利用傾向グループ 
2,603  

(21.6％) 

メイン以外利用減少グループ 
1,484  

(12.3％) 

時刻・入口転換グループ 
1,396  

(11.6％) 

時刻のみ転換グループ 
1,513  

(12.6％) 

事故時無転換グループ 
2,499  

(20.7％) 

b) 入口特性分析 

前述した IDのグループを各利用者のメイン入口ご

とに集計し，そのグループの割合を算出した．その割

合の大きさを円の大きさとしてGISを用いて地図上に

表した．図-7に時刻・入口転換グループ，図-8に時刻

のみ転換グループ，図-9に事故時無転換グループの割

合を表す．これらより，各グループや各入口・エリア

によって傾向が異なることがわかる． 

図-7より，時刻・入口転換グループは郊外と都心で

は郊外のほうの割合が大きくなる傾向が見られる．よ

って時刻・入口転換グループはエリアごとの特性に影

響を受けていることがわかる． 

図-8より，時刻のみ転換グループは都心のほうが大

きな割合になっていることがわかる．よって，エリア

特性を受けるグループであることが明らかとなった． 

図-9より，事故時無転換グループも時刻・入口転換

グループと同様に郊外が比較的大きな割合であること

がわかる．よって，エリア特性を受けていることが明

らかとなった． 

図-7  時刻・入口転換グループ割合 

図-8時刻のみ転換グループ 
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図-9事故時無転換グループ 

c) グループ割合変動分析 

各利用者の平均利用時刻を用いて30分ごとに集計し，

利用時刻ごとにグループの割合を算出した．図-10にメ

イン時間帯別ID数を示す．これより，グループごとに

ID数の差異はあるが，変動傾向には大きな差異は見ら

れなかった．一方，図-11に平均流入時刻別グループの

割合を示す．これより，3時～6時の早朝では各時刻で

大きなばらつきがあるが，7時以降では緩やかな変動

が見られた．このばらつきについては，早朝を平均流

入時刻としている対象利用者が少ないことが原因とし

て考えられる．変動については，時間帯により一般

道・首都高双方の交通状況が変化していることに起因

していると考えられる． 

図-12，図-13に1号羽田線と横羽線内に存在する入口

をメイン入口とする利用者の，図-14，図-15に都心環

状線内に存在する入口をメイン入口としている利用者

の平均流入時刻別グループのID数と割合をそれぞれ示

す．これらについては，一定数以上の分析対象利用者

数を確保するために，7～12時を平均流入時刻とする

利用者のみを分析した． 

羽田・横羽線と都心環状線ではその位置関係から異

なる入口エリアであるが，それにより各グループの平

均流入時刻のピークと，各グループの割合が異なるこ

とがわかったこれは，時間帯により交通状況が異なる

が，さらにエリアによって交通状況が異なり，それが

各グループの平均流入時刻に影響していることが考え

られる． 

図-10 全入口平均流入時刻別グループID数合計 

図-11  全入口平均流入時刻別グループ割合 
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図-12 羽田・横羽線平均流入時刻別グループID数 

図-13 羽田・横羽線平均流入時刻別グループ割合 

図-14 都心環状線平均流入時刻別グループID数 

図-15  都心環状線平均流入時刻別グループ割合 

4. 考察および結論 

(1)  事故時転換行動分析に対する考察および結論 

事故時転換行動分析の結果より，利用頻度によって

とられる転換行動のパターンが異なることが明らかと
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なった．これは頻度によって転換行動についての熟練

度が高まり，事故時にも柔軟に対応できるようになっ

ていくことが考えられる．また，利用分析に対する考

察および結論より通常時の高頻度利用者はメイン入口

利用率が高かったことに対し，図-3と図-4より事故時

にはメイン入口の利用を取りやめる傾向が強いことが

わかった．これからも，高頻度利用者は事故時にも柔

軟に対応していることが考えられる． 

(2)  入口特性分析に対する考察および結論 

入口特性分析の結果より，入口・エリアごとに特性

が存在していることが明らかとなった．しかしなが

ら，とられる転換行動パターンの傾向によって入口・

エリア特性の影響の有無が偏る結果となった．これ

は，入口特性に影響を受けにくい転換行動と受けやす

い転換行動に分類できることが考えられる． 

(3)  グループ割合変動分析に対する考察および結論 

グループ割合変動分析より，時間帯によってグルー

プの割合が変動することが明らかとなった．また，入

口の存在するエリアによって，その変動の傾向も異な

ることがわかった．一般道ネットワークや，その交通

状況，さらに首都高のそれらによってその傾向は異な

っていることが考えられる． 

しかしながら，本分析では早朝時間帯の対象利用者

数が少ないため，今後分析対象を拡大した分析を行う

ことによって早朝時間帯の傾向をとらえる必要があ

る． 

5 今後の課題 

今後の課題として，利用頻度をより細かく分類した転

換行動との関係性分析や，IDごとにメイン出口または

方面を考慮したOD別転換行動分析を行っていく必要が

あると考えられる．また，時刻転換行動について，本研

究ではメイン時刻内かその他時刻かで判断しているが，

これが前後どちらに転換したのかを分析する必要があ

り，さらにはメイン時刻の定義に IDごとの分散を考慮

する必要がある． 

これらを踏まえたうえで事故時入口転換需要推計モデ

ルを構築していくことが課題として挙げられる． 
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